
 

 

６ 防災体制  

 

 防災危機管理対策 

 災害に強い人づくり、まちづくり、体制づくりに向けて、防災意識の普及啓発、防災訓練の実施、大規模

災害に備えた初動体制の充実強化、市町村防災体制の整備支援などを行い、防災危機管理対策を推進してい

る。また、関係機関との連携及び地域防災計画に基づいた総合的な防災体制の充実、強化に取り組んでいる。 

 

   【課 題】           【施策の方向】                【主な内容】 

 

…… 防災意識の普及啓発対策（防災局）  
…… 地域防災力の向上対策（防災局）  

 
…… 総合的な防災対策（防災局）  
…… 総合防災訓練の実施（防災局）  
…… 地震防災対策（防災局）  

 
…… 初動体制の強化対策（防災局）  
…… 防災情報の収集・伝達対策（防災局）  
…… 孤立集落対策（防災局）  
…… 消防防災ヘリコプターの活用（防災局）  
…… 携帯電話の不感地区解消対策（企画部）  

 
…… 防災関係機関情報交換会の開催（防災局）  
…… 災害時の自衛隊等の受援計画（防災局）  
…… 応援協定の締結（防災局）  

 
 

…… 市町村の災害応急対策活動の支援（防災局）  
…… 県と市町村の連携した備蓄体制の整備（防災局）  

 
 

…… 人形峠環境技術センターに関する防災対策（防災局） 
…… 島根原子力発電所に関する防災対策（防災局）  

 
 

 

…… 被災者生活再建支援制度（防災局）  

 
 

…… 国民保護協議会  
…… 国民保護計画、避難マニュアルの実効性確保  
…… 国民保護の普及啓発、基盤整備  
…… 国民保護訓練、ＮＢＣＲ対応訓練  
…… 市町村国民保護体制整備支援  

  

地 域 防 災 力

の強化  

防 災 体 制 の

強化  
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強化  

市 町 村 防 災
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支援  

原 子 力 防 災

対策  

速 や か な 災

害 被 害 か ら

の復旧  
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２４時間待機体制の整備  
 災害及び事故等といった不測事態に、より迅速かつ的確に対

応し、適切な初動対応体制を確保するため、平成１５年度から

２４時間待機体制を構築した。 

 

項  目 内容 

待機場所 防災待機室 

待機職員の構成 1名（防災局職員及び各部局課長及び課長

補佐）、1名(非常勤職員) 

業務内容 ・気象予警報、地震津波情報の伝達 

・国、市町村等からの情報収集、伝達 

・災害対策本部の立ち上げ作業 等 

・住民や報道への電話対応 

 

 

自主防災組織の活性化  
自主防災組織は、自治会等を単位として結成される防災組織

であるが、同時多発的に発生する大規模災害時には、消防機関

による常備消防だけでは対応できないため、「自分たちの地域は

自分たちで守る。」という取り組みが、被害を最小限に抑える有

効な手段となる。 

 県内の組織率（平成２０年４月１日現在）は６３．２％で組

織率は増加の傾向にあり、今後も組織率の向上と活発な活動の

促進を図っていく必要がある。 

 平成１９年は、自主防災活動を活性化し地域防災力の向上を

図るため、倉吉市において「自主防災活動推進大会」を実施し

た。大会は「鳥取県自主防災組織等知事表彰」の表彰式典や優

秀な活動を行っている自主防災組織等の活動報告及び大会参加

者との意見交換を行った。 

                                       

 

職員災害応援隊  
 大地震等の大規模又は重大な災害の発生時に市町村等が行う

災害応急対策活動には、大量の人員が必要であることから、県

職員の迅速な応援派遣と現地の状況に応じた的確な初動活動を

図るために、あらかじめ応援出動可能な県職員を登録・組織化

しておく「鳥取県職員災害応援隊」の制度を設け、平成１５年

７月から運用している。 

 

１ 概要 

（１）構成 

・応援隊は県職員の希望者で構成され、登録制とする。 

・応援隊は１隊概ね５名で編成し、それぞれに隊長を置く。 

 

（２）活動内容 

 応援隊は、市町村等の行う次の災害応急対策への応援活

動（作業の補助）を行う。 

・被災者の救出 

・障害物の除去（瓦礫の撤去等）  

・屋根のシート張り 

・その他必要な活動（物資輸送、避難所の運営支援等） 

 

２ 応援の実施 

（１）応援の実施の決定は、市町村長からの要請等に基づき、

知事が行う。 

（２）応援隊は、一隊となって派遣先の市町村長等の指揮下に

入り、隊長の監督の下で応援活動を行う。 

（３）応援の期間は概ね１週間以内とし、業務内容等により期

間の変更又は隊員の交代を行う。  

 

３ 訓練実績 

○ 職員災害応援隊訓練 

① 訓練内容：座学、基本訓練(規律、ロープ結索訓練等)、

実動訓練（仮設トイレ組立て、ブルーシート拡張） 

実施日：平成２０年7月17日～19日 

② 訓練内容：普通救命講習 

実施日：平成２０年２月２８日・３月３日 

○  鳥取県総合防災訓練 

訓練内容：仮設トイレ組立て 

実施日：9月30日 

○  徳島県総合防災訓練 

訓練内容：屋根のシート張り 

実施日：9月１日 



原子力防災対策  
人形峠環境技術センターと島根原子力発電所について、国の

原子力安全委員会が定める「防災対策を重点的に充実すべき地

域の範囲（ＥＰＺ）」を有する地域等を対象に、平成１３年度に

定めた県地域防災計画を修正するとともに、原子力防災対策の

ための環境放射線モニタリングの実施や防護資機材等整備等を

行った。 

 
防災訓練  
 平成１９年度に市町村が行った防災訓練の実施状況は、５１  

回である。（未実施２団体） 

 迅速かつ的確な初動体制の確保を図るため、すべての市町村

が訓練を実施し、防災対策の検証、防災マニュアルの作成、見

直しを行っていくことが必要である。 

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 

８３ ５７ ３９ ５４ ５１ 

 

  

防災研修会の開催  
自主防災活動への取組の機運醸成及び活動の活性化を図るこ

とを目的とし、市町村又は集落等が開催する防災研修等に鳥取

県自主防災活動アドバイザーを講師として派遣した（自主防災

活動促進事業概）。 

自主防災活動促進事業は２つの細事業から構成されている。 

１ 自主防災活動アドバイザー登録派遣事業 

市町村が自治会役員、自主防災組織のリーダー等を対象と

して防災研修会、情報交換会を行う場合に、県防災顧問や自

主防災組織リーダー等の講師を派遣した。 

■派遣実績 １１回（倉吉市、境港市、岩美町、湯梨浜町、

琴浦町、日吉津村） 

２ 自主防災活動推進事業 

市町村が集落単位で座談会等を行う場合、又は集落等自ら

が研修会等を行う場合に、県が委託した日本防災士会鳥取県

支部が防災士を講師として派遣した。 

■派遣実績 ９回（鳥取市、岩美町、八頭町、湯梨浜町） 

 

 

鳥取県西部地震展示交流センターの運営 

被災体験から得た教訓を継承していくことを目的に、平成１

８年に日野町に設置した「鳥取県西部地震展示交流センター」

において開館記念講演会を開催した。 

平成１９年は、鳥取県西部地震発生から満７年目を迎える１

０月６日及び１２月９日に記念フォーラムを開催した。 

 

１ 「鳥取県西部地震展示交流センター」の事業 

■展示等 

県西部 復興写真・パネル、映像資料（「平成１２年鳥取

県西部地震の記録」など）、地震記録データ（鳥取県の活断

層の資料など）の展示等 

■研修・座談会などの企画・運営 

■視察受け入れ 

２ 記念フォーラム 

■１０月６日 

「地域防災力を高めるまちづくり」 

講 師：渥美 公秀 

■１２月９日 

「能登半島地震 輪島市状況報告」 

報告者：七尾 幸子、小伊藤 佳子 

パネルディスカッション「被災体験をつなぐ、地域に活か

す」 

パネリスト：七尾 幸子、小伊藤 佳子、三谷 みはる、松田 

暢子、山下 弘彦 

  コーディネーター：桑原 英文 

 

国民保護訓練  
 緊急対処事態等における対処能力の向上及び関係機関相互の

連携強化を図るため、県、鳥取市が共同で訓練を実施した。 

 また、三朝町では、町と消防団とが共同実動訓練を実施し、

住民避難誘導等の動きを確認した。 

  

日時 場所 内容 参加団体数 
／参加人数 

11月10日
鳥取市青総

合支所ほか

国民保護共同実動訓

練 約200名 

10月2日 三朝町 三朝町・三朝町消防

団国民保護実動訓練

7団体 
約120名 

 



防災行政無線  
鳥取県は災害対策基本法、水防法、消防組織法、災害救助法、

気象業務法、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律等の諸法令に基づき鳥取県域における防災、応急救助、

災害復旧に関する業務を円滑に遂行することを主目的として防災

行政用無線局を設置している。 

なお、防災行政無線の他に国との連絡を行うための消防防災用

無線局、水防道路用無線局、緊急連絡用無線回線（中央防災無線）

がある。 

 

防災行政用無線局施設の概要 

○地上系 

・固定通信系・・・県庁、総合事務所を主体とした主要な地方

機関及び防災関係機関を結ぶ固定地点間

の無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局  １ 

支 部 局 ５ 

中 継 局 １１ 

端 末 局 １９ 

 

・移動通信系・・・県内の主要地ほぼ全域を通信範囲とした車

載型、携帯型の無線局による無線通信系 

区 分 局 数 

基 地 局  ８ 

携帯基地局 ８ 

陸上移動局 ６２ 

携 帯 局 ５５ 

  

○衛星系 

県庁、総合事務所、消防防災航空センター、市町村、消防局

及び陸上自衛隊に地球局を設置しており、これら相互及び消防

庁、全国の自治体・消防本部等を結ぶ無線通信系 

区 分 局 数 

統 制 局  １ 

支 部 局 ５ 

端 末 局 ２４ 

可 搬 局 １ 

   

 

 

 

ヘリコプターテレビ電送システム 

 災害が発生した場合に、ヘリコプターで撮影した映像により、

被災状況を災害対策本部等で把握し、災害対策を迅速・的確に行

うものである。 

平成１９年度運用実績 

実 施 日 内 容

平 成 1 9 年 4 月 3 日 地 鳴 り 調 査

平 成 1 9年 4月 1 0日 林 野 火 災 状 況 調 査

平成 19 年 4 月 12 日 林 野 火 災 状 況 調 査

平成 19 年 4 月 17 日 訓 練

平成 19 年 5 月 18 日 ヘ リ テ レ 電 送 試 験

平成 19 年 7 月 11 日 耐空検査後のフライトテスト

平成 19 年 7 月 17 日 ヘ リ テ レ 電 送 試 験

平成 19 年 7 月 30 日 ヘ リ テ レ 電 送 訓 練

平成 19 年 8 月 3 日 台 風 5号 通 過 に 伴 う 被 害 状 況 調 査

平成 19 年 8 月 5 日 ヘ リ テ レ 電 送 訓 練

平成 19 年 8 月 10 日 建 物 火 災 調 査

平成 19 年 8 月 23 日 大雨洪水警報に伴う被害状況調査

平成 19 年 9 月 5 日 局地的大雨に対する被害状況確認

平成 19 年 9 月 30 日 総 合 訓 練

平成 19 年 10 月 3 日 ヘ リ テ レ 電 送 訓 練

平成 19 年 11 月 15 日 広域緊急消防援助隊リハーサル

平成 19 年 11 月 28 日 中四国ブロック緊急消防援助隊訓練

平成 19 年 11 月 29 日 同 上 （ 2 日 目 ）

平成 19 年 12 月 20 日 ヘ リ テ レ 電 送 訓 練

平成 19 年 12 月 21 日 夜間ヘリテレ（赤外線）電送訓練

平成 20 年 1 月 7 日 ヘ リ テ レ 電 送 訓 練

平成 20 年 2 月 28 日 果 樹 園 雪 害 状 況 調 査

 

震度情報ネットワークシステム 
大規模地震発生直後の被害状況把握までの空白時間における、

防災関係機関の迅速な初動活動実施及び広域応援体制の早期確立

を図るため、各市町村に震度計を設置し、震度情報を市町村、県、

消防庁で共有するためのネットワークである。 

システムでは、県が設置した震度計に一部気象庁及び防災科研

のものを加え、合計３９箇所（合併前の全市町村）の震度情報を

収集している。これらの震度情報は、オンライン回線で気象庁に

送信され、震度発表される。 

 

震度計の台数 

※防災科研：独立行政法人防災科学技術研究所 

 県 
気象

庁 

防災

科研 
計 

震度情報ネットワーク

システム(県)で収集 
３４ ２ ３ ３９

気象庁震度発表対象 ３４ ６ ６ ４６



６－１　自主防災組織の現況
（平成20.4.1現在）

区分

市町村名

鳥取市 74,417 820 81,040 73,039 98.1

米子市 61,066 135 4,050 14,363 23.5

倉吉市 20,077 113 7,483 9,709 48.4

境港市 14,700 22 437 4,258 29.0

岩美町 5,816 130 600 5,605 96.4

若桜町 4,276 4 325 350 8.2

智頭町 1,555 21 955 626 40.3

八頭町 2,771 48 2,600 1,380 49.8

三朝町 5,780 59 465 5,478 94.8

湯梨浜町 2,683 62 1,124 2,675 99.7

琴浦町 5,082 13 2,720 789 15.5

北栄町 6,340 136 789 6,318 99.7

日吉津村 3,889 54 27 2,864 73.6

大山町 964 4 3,453 682 70.7

南部町 3,767 64 5,728 3,715 98.6

伯耆町 5,821 117 925 4,811 82.6

日南町 2,327 35 480 2,327 100.0

日野町 1,540 53 2,900 1,536 99.7

江府町 1,155 35 765 966 83.6

合計 224,026 1,925 116,866 141,491 63.2

（注）組織率は、組織されている地域の世帯数を管内世帯数で除したものである。

組織されてい
る地域の世帯

数
組織率（％）管内世帯数 組織数 構成員数



６－２　平成１9年度災害対策啓発事業の実施状況

区分

県及び市町村名

鳥取県 1 23 1 14 94

鳥取市 6 12 1

米子市 1 1

倉吉市 2 1

境港市 1

岩美町 5

若桜町 1 1

智頭町

八頭町

三朝町 2

湯梨浜町 1 5

琴浦町

北栄町 1

日吉津村 1 2

大山町 1

南部町 1 1 1

伯耆町 1

日南町 3 4

日野町 1

江府町 4

冊子
映画資料
（ビデオ
等）

その他広報誌 講演会 新聞
ラジオ
テレビ



６－３　平成１９年度市町村別防災訓練実施状況

区分

市町村名 風水害 地震 大火災 林野火災 その他 実動訓練 図上訓練
通信訓練
その他

鳥取市 8 1 3 3 5 1 2

米子市 1 1 1

倉吉市 14 13 1 1 13

境港市

岩美町 1 1 1

若桜町 1 1 1

智頭町 4 2 2 4

八頭町 3 2 1 3

三朝町 2 1 1 2

湯梨浜町 3 3 3

琴浦町 5 2 1 1 5

北栄町 2 1 1 2

日吉津村 1 1 1

大山町 1 1 1

南部町 2 1 2

伯耆町 1 1 1

日南町 1 1 1

日野町 1 1 1

江府町

合計 51 19 17 7 0 5 33 16 2

訓練回数
訓練の目的（回数） 訓練の形態（回数）



６－４　市町村地域防災計画の修正状況

（平成20.4.1現在）

 市町村名 策定年度 最新修正  市町村名 策定年度 最新修正

 鳥 取 市 S39 H18 北栄町 H19 －

 米 子 市 H18 H18 琴浦町 策定中 －

 倉 吉 市 S42 H18  日吉津村 S49 H7

 境 港 市 S45 H14  大 山 町 H19 －

 岩 美 町 S44 H10 南部町 策定中 －

 若 桜 町 S45 H8 伯耆町 H18 H18

 智 頭 町 S42 H7  日 南 町 S46 －

八 頭 町 策定中 －  日 野 町 S45 H10

 三 朝 町 S43 H8  江 府 町 S45 H16

 湯梨浜町 H18 H18

※新設合併は新設後、編入合併は編入先の策定年を記載



６－５ 鳥取県防災行政無線等の施設

（１）鳥取県防災行政用無線施設（平成２０．４．１現在）

ア 地上系無線局（固定系及び移動系）

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 固定局 １

支 部 局 総合事務所 ５ 固定局 ５

固定局 １１

中 継 局 無人中継局 １１ 基地局 ８

携帯基地局 ８

端 末 局
県出先機関 ５ 固定局 ２

陸上移動局 ３

防災関係機関 １４ 陸上移動局 １４

車載局 ６２ 陸上移動局 ６２

移 動 局 携帯局 ５５ 携帯局 ５５

（固定通信系）

県施設 １４０ 固定局 １９

防災関係機関 １４ （移動通信系）

合 計 基地局 ８

携帯基地局 ８

陸上移動局 ７９

携帯局 ５５

イ 衛星系無線局

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

統 制 局 鳥取県庁 １ 地球局 １

支 部 局 総合事務所 ５ ＶＳＡＴ地球局 ５

県出先機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

端 末 局 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 １９

消防機関 ３ ＶＳＡＴ地球局 ３

防災関係機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １

可 搬 局 可搬局 １ 地球局 １

（固定通信系）

県施設 ８ 地球局 １

合 計 市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 ２９

消防機関 ３ （移動通信系）

防災関係機関 １ 地球局 １



（２）その他の防災用無線施設（平成２０．４．１現在）

ア 無線局数

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数

消防防災用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

水防道路用（無線局） 鳥取県庁 １ 固定局 １

（注）中央防災無線は、水防道路用無線局の回線を利用している。

イ 消防防災用無線

鳥 防災監

取 防災チーム

総務省消防庁 県 消防チーム

各都道府県 危機管理チーム

ウ 水防道路用無線

県土整備部長

鳥 県土整備部次長

国土交通省無線 国土交通省 県土総務課

ネットワーク 鳥取河川国道事務所 取 技術企画課

道路企画課

県 道路建設課

河川課

治山砂防課

空港港湾課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で国土交通省無線ネットワークに編入している。

エ 中央防災無線（緊急連絡用無線回線）

鳥 知事

中央防災無線 取 防災監

ネットワーク 水防道路用無線回線 県 防災チーム

を利用 消防チーム

危機管理チーム

福祉保健課

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で中央防災無線ネットワークに編入している。



城 山

三 朝

中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所中 継 所
古 峠 山

日 野 総 合
事 務 所

賀 祥 ダ ム

西 部 総 合
事 務 所

孝 霊 山 第二鉢伏山

中 部 総 合
事 務 所

鉢 伏 山

向山熊ケ山
東上 大平山

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ ６.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ ７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ７.５ＧＨｚ

霊 石 山
中 継 所

事 務 所
東 部 総 合

空 山
中 継 所

７.５ＧＨｚ

八 頭 総 合
事 務 所

７.５ＧＨｚ １２ＧＨｚ

郡家

鳥 取 県 庁

７.５ＧＨｚ

７.５ＧＨｚ

八坂山

日 赤 病 院

有線

中 継 所 中 継 所

若 桜

厚 生 病 院

金 峯 山

中 継 所

１２３

東 郷  ダ ム
管　 理　 所

大 学 病 院

有線

西部福祉保健

市町村（１９）

航 空 セ ン タ ー

消 防 局 （ ３ ）

陸上自衛隊米子

マイクロ多重回線

反射板

背面中継空中線

有線回線

60MHz帯単一回線

150MHz帯単一回線

全県移動系基地局の設置場所

ヘリＴＶ端末設備の設置場所（有線）

衛星可搬局

衛星地球局（端末局）

衛星地球局（支部局）

（県庁統制局）

衛星地球局

ヘリＴＶ受信基地局の設置場所

管理事務所

朝 鍋 ダ ム

通信衛星（スーパーバードＢ）

鳥 取 県 防 災 行 政 無 線 通 信 系 統 図

テレメーター中継設備の設置場所

ヘリＴＶ端末設備の設置場所

ｍｃＡccess回線

境海上保安部

山 陰 放 送

米子(美保)空港

山陰中央テレビ

Ｆ Ｍ 山 陰

中 海 テ レ ビ

鳥取中央有線

鳥取県消防学校 鳥 取 空 港

鳥 取 港 湾

鳥 取 気 象 台

日本海テレビ

Ｎ Ｈ Ｋ 鳥 取

中電鳥取支店

ネットワーク
日本海ケーブル

鳥取テレトピア

県トラック協会

有線 ｍｃＡccess

７.５ＧＨｚ

鳥取情報ハイウェイ

Ｂ フ レ ッ ツ 網

ｍｃＡccess

６－６



（平成20.4.1.現在）
【移動制御器】                                                                             

種　別 通話可能範囲 備　　考
移動制御器防災チーム情報システム管理担当 鳥取県全域

〃 防災チーム 　　　〃
〃 　　　〃
〃 　　　〃
〃 　　　〃
〃 東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
〃 八頭総合事務所県土整備局 鳥取市、八頭郡
〃 中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
〃 西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
〃 日野総合事務所県土整備局 西伯郡、日野郡

【陸上移動局、携帯局】                                                                     
種　別 主な移動範囲 備　　考

防災鳥取 １ 陸上移動局総務課 （知事車） 鳥取県全域
　 ２ 〃 総務課 （防災車） 　　　〃
防災鳥取 ４ 〃 河川課 　　　〃
防災鳥取 ８８、９０、１００ 〃 技術企画課 　　　〃
防災鳥取 ８９ 〃 道路企画課 　　　〃
防災鳥取 ９２ 〃 治山砂防課 　　　〃
防災鳥取 ９３ 〃 空港港湾課 　　　〃
防災鳥取 １９ 携　帯　局水産課 (漁業取締船はやぶさ) 鳥取県沿岸
防災鳥取 ３ 陸上移動局防災チーム（無線車） 鳥取県全域
　 ２０、３４ 〃 総務課 　　　〃
　 ２１ 〃 米子市
防災鳥取 ５～１０、３５、３６、携　帯　局　〃 鳥取県全域

３９、４０、４１ 〃 　〃 　　　〃
　 ３７、３８、９９ 〃 　〃 　 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 ５２ 〃 　〃 （自衛隊鳥取地方協力本部） 自衛隊鳥取地方協力本部 　
　 ５３、５４ 〃 　〃 （陸上自衛隊米子駐屯地） 陸上自衛隊米子駐屯地 　
　 ５５、５６ 〃 　〃 （海上自衛隊舞鶴地方総監部） 鳥取県沿岸 　
　 ５７、５８ 〃 　〃 （航空自衛隊美保基地） 航空自衛隊美保基地 　
防災鳥取 １１、１６、２２、２３陸上移動局東部総合事務所県土整備局 鳥取市、岩美郡
　 ５９～６５ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４２、４３ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９４ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １２、２４、２５、 陸上移動局八頭総合事務所県土整備局 八頭郡 
　 ６６～６９ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４４、４５ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９５ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １３、２６、２７ 陸上移動局中部総合事務所県土整備局 倉吉市、東伯郡
　 ７０～７６ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４６、４７ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９６ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １７、２８、２９ 陸上移動局西部総合事務所県土整備局 米子市、境港市、西伯郡
　 ３２、３３、７７～８３ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ４８、４９ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９７ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 １４、１５、３０、３１陸上移動局日野総合事務所県土整備局 日野郡
　 ８４～８７、９１ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 ５０、５１ 携　帯　局　〃 　　　〃
　 ９８ 〃 　〃 　　　〃 防災相互波併有
防災鳥取 航空隊１ 〃 消防防災航空センター 鳥取県全域 　

防災鳥取 航空隊２～１３ 〃 　〃 　　　〃
防災相互波併有
12,13は防災相
互波専用

防災鳥取 ヘリ１ 〃 　〃 　　　〃
防災鳥取 東郷ダム１、東郷ダム２陸上移動局中部総合事務所県土整備局 東郷ダム周辺
防災鳥取 朝鍋ダム１、朝鍋ダム２陸上移動局西部総合事務所県土整備局 朝鍋ダム周辺

消防学校

所　管　課　所

防災中部総合
防災西部総合
防災日野総合

呼　出　名　称

防災鳥取県庁道路企画課 道路企画課
防災東部総合
防災八頭総合

防災鳥取県庁防災チーム
防災鳥取県庁技術企画課 技術企画課
防災鳥取県庁河川課 河川課

６－7　鳥取県防災行政用移動系無線局配備状況

呼　出　名　称 設　置　課　所
防災鳥取県庁



（平成20.4.1現在）

市町村名
震度観測点名称

（震度発表名称）
管 理 者

県震度情報ＮＷ
システムで監視

備　　　　考

鳥取市吉方 気 象 庁
鳥取市吉成 防災科研 ○
鳥取市国府町町屋 県 ○
鳥取市福部町細川 県 ○
鳥取市河原町渡一木 県 ○
鳥取市用瀬町用瀬 県 ○
鳥取市佐治町加瀬木 県 ○
鳥取市気高町浜村 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野小学校 防災科研
鳥取市青谷町青谷 県 ○
米子市博労町 気 象 庁
米子市東町 防災科研 ○
米子市淀江町 県 ○
倉吉市岩倉長峯 気 象 庁
倉吉市葵町 防災科研 ○
倉吉市関金町大鳥居 県 ○
境港市東本町 気 象 庁
境港市上道町 県 ○

岩美町 岩美町浦富 気 象 庁 ○
若桜町 鳥取若桜町若桜 県 ○
智頭町 智頭町智頭 気 象 庁 ○

八頭町郡家 県 ○
八頭町船岡 県 ○
八頭町北山 県 ○

三朝町 三朝町大瀬 県 ○
北条町 北栄町土下 県 ○
大栄町 北栄町由良宿 県 ○

湯梨浜町久留 県 ○
湯梨浜町泊 県 ○
湯梨浜町龍島 県 ○
琴浦町徳万 県 ○
琴浦町赤碕 県 ○
琴浦町赤碕中学校 防災科研

日吉津村 日吉津村日吉津 県 ○
大山町国信 県 ○
大山町御来屋 県 ○
大山町赤坂 県 ○
鳥取南部町法勝寺 県 ○
鳥取南部町天萬 県 ○
伯耆町吉長 県 ○
伯耆町溝口 県 ○
日南町霞 県 ○
日南町生山 防災科研

日野町 鳥取日野町根雨 県 ○
江府町 江府町江尾 県 ○

県       ３４ ３４
気 象 庁 　      ６ ２
防災科研 　　　　６ ３
全　体       ４６ ３９

 注 (1)気象庁の震度発表対象となっている観測点について記載
　　(2)防災科研：独立行政法人 防災科学技術研究所

合　計

大山町

南部町

伯耆町

日南町

境港市

八頭町

湯梨浜町

琴浦町

６－8　震度観測点一覧

鳥取市

米子市

倉吉市




